













































































































の時代は，中央政権は遺陪使 (600年， 607 






































































































































































































































































































































































































22一一…叶民平均研究 No.2附 RCH1993 
建設が求められていることは，序において
説明した.しかし，中央からみた場合に，
この「多極分散型菌土形成Jとは，中央本
省の出先機関を充実することである.この
場合に，各都道府県庁の役割とは，中央本
省の出先機関と補助機関的な意味である.
本来の地方自治の担い乎である市町村は未
だ未熟であり，発麗段階であるという理由
で「多極分散型国土形成Jどころか「地方
自治jの主体ですらないのである.
本文の「知的インフラの構築jとは，こ
の「多額分散型国土形成jの上に乗り， r地
方自治Jの下での「知的に豊かな社会Jと
「国際的に貢献する社会Jを構築すること
が目的である.そのためには，①地方の研
究機関を建設・改善し，②地場の情報を網
羅し，③研究機関単位の互換性を十分にし，
④地域開の情報システムを改善し，⑤自治
体も住民も中央依蒋型を排除し，地域の主
体のもとで，⑥地域の入や個人，間体によ
って，地域のために，知的インフラ建設の
努力を行なうことが必要なのである.そし
て，⑦地方の独自の組織への研究饗助成金
制度や研究支援のためのシステムを構築し，
⑧そのための自主的な財源を確保すること
が必要である.
このような「知的インフラJの構築が行
なわれて初めて，⑨「地域のアイデンティ
ティの形成Jが実現され，地域において多
様な人材を育成するための「教育・研究シ
ステム」が構築されるのである.⑩地域の
知的活動のための定員が確保されて，本当
の意味での「多櫨分散型間土形成jと「知
的に豊かな社会j，そして， r国際的に
する社会Jを構築することが可能となるの
である.
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